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まとめに代えて

第一に、公契約条例が制定された自治体を訪
問し、そこで提供されたデータの整備状況に触
発され、この間、旭川市や札幌市を対象にして、
市が発注する仕事の賃金算出根拠を調べ、まと
めてきた。工事の場合は公共工事設計労務単価
が使われ、建物の清掃、警備及びボイラー等の
設備運転・監視等業務においては建築保全業務
労務単価が使われているが、その他の委託事業
や指定管理事業（指定管理協定）では何が使わ
れているのか、また、使われている算出根拠・
金額は適切かという問題意識、言い換えれば、
労働現場で実際にいくら支給されているのかに
先立つ問題意識に基づく取り組みであった。
第二に、情報収集作業に実際に取り組んでみ
て思ったのは、自分が欲しい情報、すなわち、
各担当課が使っている賃金算出根拠・賃金額は、
意外に整理されていないということである。先
月（２０１８年１１月）には、札幌市と「札幌市公契
約条例の制定を求める会（代表：伊藤誠一弁護
士）」で、入札・契約及び指定管理事業に関す
る「勉強会」をもった。
席上、筆者は、どのような算出根拠・賃金額
を使うかに関して札幌市では何らかのルールは
あるのか、また、当該業務を所管する課が、類
似の職種などを参考にしながらの賃金額を設定
しているように見受けられるのだが、その認識
でよいか、などを尋ねた。
市からの回答をまとめると、基本は、工事や
建築保全業務など、基準が存在するものに関し
てはそれを使うが、基準を定めていないものに
関しては、担当課の判断にゆだねられているよ

うである。そして後者の情報はとくに集約はさ
れていないようだった。次頁の図は、市から提
供された「建物の清掃、警備等委託業務に関す
る事務説明会資料」の一部であるが、建築保全
業務積算基準に基づく積算以外では、市販図書
に掲げる業務単価等を使用し積算する方法や、
複数の業者から徴した参考見積により積算する
方法などがあげられている。
引き続き、自治体が使っている賃金積算根拠
の情報収集と検証を行い、その上で、現場で実
際に支給されている賃金実態を把握することが
課題である。なお、こうした作業は、自治体労
組や自治体議員に期待される仕事でもある。
第三に、２０１８年１１月２０日（火）には旭川で、
１２月 ５ 日（水）には札幌で、公契約条例に関す
る市民集会を開催した。
理念型の条例が２０１６年１２月に制定された旭川
市では、条例の附則に書かれた見直し条項、す
なわち、「この条例の施行後、 ２年を超えない
範囲内において、この条例の運用状況について
学識経験者その他市長が適当と認める者の意見
を聴いて検討を加え、その結果に基づいて必要
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な措置を講ずるものとする」に従い、新たな展
開がみられる。すなわち、旭川市契約審査会に
よる検討結果報告書１がまとめられ、市議会（第
４回定例会）での審議が始まり、条例改正に向
けた期待が感じられた。ところがその一方で、
市の窓口業務等の委託方針が報じられる２など、
矛盾した状況がみられる。
自治体を変える、自治体から（国を）変える、
という取り組みを続けていく。
（かわむら　まさのり　北海学園大学教授）

１　旭川市契約審査委員会「「旭川市における公契約の基本
を定める条例」に関する検討結果報告書」。市のウェブサ
イトからダウンロードできる。
２　「旭川市窓口、民間委託へ　１９業務、職員５０人減」『北
海道新聞』朝刊２０１８年１２月１２日付。記事によれば、「住民
票などの各種証明書の交付や国民健康保険の手続きなど市
民と相対する１９種類の窓口業務について、２０１９年１２月にも
民間委託する方針を明らかにした」、「旭川市が委託対象と
しているのは、各種税の証明書交付、介護保険手続き、パ
スポート交付、市営墓地の使用申請受け付けなど。窓口業
務のほか、職員の年末調整の事務手続きなどの庁内業務も
対象としている。年間で委託料 １億 ９千万円が見込まれる
が、正職員や臨時・嘱託職員計約５０人が減員できるとして、
７千万円の経費削減を見込む」とある。実効性ある公契約
条例の制定が急がれる。

図　委託料における積算価格の構成と構成費目の内容

⑬積 算 価 格 ⑪業 務 価 格 ⑤業 務 原 価 ③直接業務費 ①直接人件費
①業務に直接従事する技術者が当該業務を行うために必要な
賃金【労務数量（歩掛り）に契約管理課提示の労務単価を乗
じて得る額はすべて直接人件費として整理】

②直接物品費
②業務に直接従事する技術者が当該業務を行うのに必要な物
品の費用【（例）：真空掃除機や床磨き等の機材損料、ウエス、
養生用シｰト、事務用品等の消耗品等】

④業務管理費
④業務を実施するうえで、受注者が現場業務を管理運営するために必要な直接
業務費以外の費用【（例）：安全管理費、技術管理費、現場従業員の出張旅費、
発注者等への連絡に要する通信運搬費等】

⑥�一般管理費
等

⑥受注者が企業を維持運営していくために必要な直接業務費及び業務管理費以外の費用【（例）：法
定福利費、役員報酬、従業員給料手当、退職金、通信交通費、減価償却費、租税公課等】

⑦�契約管理課
提示単価に
よる積算

⑦建築保全業務積算基準に定めのない定期清掃の項目で、契約管理課提示の単価（諸経費込み）を
用いて積算する方法【提示単価：カーペット、ブラインド及びガラス・サッシの ４業務】注意：湯
呑み洗浄及び浴室・脱衣場清掃（日常清掃）にあっては、建築保全業務積算基準に基づき積算

⑧�市販図書に
よる積算

⑧建築保全業務積算基準で「見積による」又は記載が無い箇所において、市販図書に掲載の業務量
単価（諸経費込み）を使用して積算する方法【例：ガラス清掃、ブラインド清掃等】

⑨参 考 見 積
⑨　①～⑧のいずれでも積算できず、複数の業者から参考見積を徴し、それを参考に積算する方法
【例：機械警備における送受信装置（センサー等）の維持管理費】注意：労務数量（歩掛り）を基
本とした参考見積の場合には、建築保全業務積算基準に準じて積算するため直接人件費として整理

⑫�消費税相当
額

⑩そ の 他 ⑩　①～⑨以外の方法による積算方法

建築保全業務積算基準に基づく積算
【労務数量（歩掛り）による積算を含む】

出所：札幌市提供資料より。

   




